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１．平成19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

（1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 312,547 48.1 11,420 △15.4 17,303 3.6 10,641 △4.8

18年９月中間期 210,981 27.5 13,490 64.1 16,697 84.9 11,173 5.2

19年３月期 484,895 － 28,700 － 36,797 － 23,531 －

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 55 35 55 32

18年９月中間期 58 14 58 06

19年３月期 122 41 122 28

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 140百万円 18年９月中間期 144百万円 19年３月期 375百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 449,387 85,157 18.9 440 88

18年９月中間期 388,912 64,593 16.5 334 13

19年３月期 442,952 77,414 17.4 400 56

（参考）自己資本 19年９月中間期 84,760百万円 18年９月中間期 64,233百万円 19年３月期 77,022百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 △1,883 117 △3,050 72,329

18年９月中間期 5,941 △2,038 △2,006 48,721

19年３月期 35,531 △3,458 △2,191 77,051

２．配当の状況

  １株当たり配当金

（基準日） 期末 年間

円 銭 円 銭
19年３月期 15 00 15 00

20年３月期(予想) 18 00 18 00

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 570,000 17.6 22,000 △23.3 32,000 △13.0 19,500 △17.1 101 43

－ 1 －



４．その他

（1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

（2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、23ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(ロ) 及び 29ページ「表示方

法の変更」をご覧ください。

（3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 193,137,529株 18年９月中間期 193,029,529株 19年３月期 193,125,529株

②　期末自己株式数 19年９月中間期 886,646株 18年９月中間期 788,105株 19年３月期 836,169株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、37ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

    平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

（1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 284,258 59.8 8,116 △29.3 14,725 △0.5 9,441 △6.8

18年９月中間期 177,854 26.0 11,487 50.6 14,798 66.1 10,126 4.9

19年３月期 420,182 － 23,358 － 31,276 － 20,866 －

１株当たり中間
（当期）純利益

円 銭

19年９月中間期 49 11

18年９月中間期 52 69

19年３月期 108 55

（2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 410,645 71,650 17.4 372 69

18年９月中間期 353,752 54,538 15.4 283 70

19年３月期 410,685 65,363 15.9 339 92

（参考）自己資本 19年９月中間期 71,650百万円 18年９月中間期 54,538百万円 19年３月期 65,363百万円

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予

想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、5ページ「１．経営成績 (1)経営

成績に関する分析（通期の業績見通し）」をご覧ください。

２．通期の連結業績予想に関する事項につきましては、中間期の実績及び今後の見通しを勘案し、予想数値を修正い

たしました。なお、当該予想数値の修正に関する事項は、本日（平成19年11月9日）公表の「業績予想の修正に関

するお知らせ」をご参照ください。
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１. 経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

 当中間連結会計期間における当社グループを取り巻く市場環境は、海外プラント市場においては、引

き続き、世界レベルでのエネルギー需要の増大に対応し、世界各地でプラント建設が計画されておりま

す。一方で、プラント建設ラッシュが続く中東地区においては、熟練工事従事者の逼迫に起因する生産

性の低下が避けられない状況が続き、工事遂行環境は依然として厳しいものとなっております。 

このような環境のもと、当社グループはカタールを中心とした既受注案件の確実な工事遂行に向け、

引き続き、全力を挙げて取り組んでおります。 

 国内では、大型 LNG受入基地の新増設案件への投資意欲や石油･石油化学分野を中心とした新規設備、
既設設備改造への投資は引き続き堅調に推移しております。当社グループにおいては、石油分野を中心

として、手持工事の遂行が順調にすすみ、受注面でも重質油処理案件を中心に堅調な受注を達成してお

ります。 

 

 当中間連結会計期間は、シンガポール向け製油所残油接触分解装置の改造工事などを受注し、連結受

注工事高が、1,803 億 13 百万円（前中間連結会計期間比 51.5％減）となりました。その内訳は、海外 751

億 49 百万円（同 75.0％減）、国内 1,051 億 63 百万円（同 48.4％増）となりました。なお、当中間連

結会計期間末受注残高は、9,188 億 61 百万円となりました。 

(単位：億円） 
受注工事高 受注の推移 

(連結） 海外 国内 合計 
受注残高 

平成16年3月期 2,186         719  2,906  3,758 
平成17年3月期 3,217         894 4,112  5,224 
平成18年3月期 6,915 1,127 8,042  9,605 
平成19年3月期 4,024 1,552 5,577 10,486 

平成19年9月中間期   751 1,051 1,803  9,188 
 
 
連結完成工事高については、主要な手持工事の進捗により、3,125億 47百万円 (前中間連結会計期間
比 48.1％増)となりました。その内訳は、海外 2,465億 41百万円 (同 48.2％増)、国内については 660
億 5百万円 (同 47.8％増)となりました。 

 
主な完成案件 (＊)は出来高部分 

海外 

・カタール向けラスガス 3社 LNG プラント第６及び第７系列増設工事(＊) 

・カタール向けカタールガス 3 社及びカタールガス 4社 LNG プラント第６及び第７系列増設工事(＊) 

・カタール向けカタールガス 2社 LNGプラント第４及び第５系列増設工事(＊) 

・ロシア向けサハリン 2 プロジェクト(＊) 

国内 

・鹿島アロマティックス(株)アロマコンプレックス新設工事 

・三菱瓦斯化学(株)MXDA 設備建設工事 

・久光製薬(株)宇都宮第２工場建設工事 

・出光興産(株)北海道製油所 2007年 SDM工事(千代田工商㈱) 

 
 
 利益面では、完成工事高が増加したものの、熟練工事従事者の逼迫に起因する生産性の低下により完

成工事総利益率が悪化し、完成工事総利益は 172億 39百万円 (同 8.9％減)、営業利益は 114億 20百
万円 (同 15.4％減)となりました。経常利益は 173 億 3 百万円 (同 3.6％増)、中間純利益は 106 億 41
百万円 (同 4.8％減)となりました。 
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(単位：億円） 

 

経営成績の推移 
(連結） 

完成工事高 完工総利益 営業利益 経常利益 中間(当期) 
純利益 

平成16年9月中間期 1,163  88  47  51  50 
平成17年9月中間期 1,655 126  82  90 106 
平成18年9月中間期 2,109 189 134 166 111 

平成19年9月中間期 3,125 172 114 173 106 

(参考)平成19年3月期 4,848 397 287 367 235 

 
 
事業分野別概況 
当中間連結会計期間の事業分野別概況は、次のとおりです。 

 
(天然ガス・電力分野） 
 海外においては、世界的な天然ガス需要の伸びを背景に、産ガス国やエネルギー・メジャー各社によ

る井戸元開発・LNGプラント建設・LNG輸送船手配・LNG受入れターミナル建設というガスヴァリュ
ーチェーンへの投資は各地で計画されております。このような状況の下、当社グループは調査業務及び

基本設計業務の受注に注力するとともに、カタールを中心とした既受注案件の確実な工事遂行に向け、

引き続き、全力を挙げて取り組んでおります。 
 国内電力・ガス業界においては、原油価格の更なる高騰に伴い、原燃料の LNG へのシフトに対応す
るため、大型 LNG受入基地の新増設案件への投資意欲が引き続き旺盛であります。   
 当中間連結会計期間の受注工事高は 633億 95百万円 (前中間連結会計期間比 78.5％減)となり、完成
工事高は 2,447億 99百万円 (同 52.4％増)となりました。 
  
(石油・石油化学・ガス化学分野） 
 石油分野においては、手持工事の遂行及び工事完工とも順調に推移し、引き続き旺盛な設備投資意欲

のもと、受注面も、重質油処理対応案件や既設設備の保守案件は堅調に推移しております。また、石油

化学分野においては、原油高を背景にした石化製品への価格転嫁により、各社の投資意欲は高まりを見

せています。アジア市場への展開に加え、CRI(石油精製と石油化学の一体化)事業に対して投資する動き
が見られています。 
 当中間連結会計期間の受注工事高は 859 億 67 百万円 (同 121.4％増)となり、完成工事高は 441 億
68百万円 (同 26.0％増)となりました。 
 
(一般化学・産業機械分野） 
 一般化学・産業機械分野においては、電子材料や医薬品関連の堅調な設備投資が続いております。 
 当中間連結会計期間の受注工事高は 152 億 42 百万円 (同 45.1％減)となり、完成工事高は 185 億 7
百万円 (同 90.6％増)となりました。 
 
(環境・その他分野） 
環境分野においては、環境規制強化の流れに伴って自社開発技術である排煙脱硫プロセス（CT-121）
の営業活動を国内外で継続し、その他分野においても営業活動を展開し、新規案件を獲得することがで

きました。 
 当中間連結会計期間の受注工事高は 157億 8百万円 (同 50.4％増)となり、完成工事高は 50億 72百
万円 (同 9.2％減)となりました。 
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通期の業績見通し 

 受注については、手持工事遂行とのバランスを踏まえ、当社の技術優位性が発揮できる案件を見極め

つつ受注活動を展開してまいります。 
 手持工事については、カタールでの３件の超大型LNGプロジェクトについて資材費高騰や工事従事者
の逼迫に対処しつつ確実な遂行に努め、その他内外手持工事についても予定通りの進捗を目指してまい

ります。

こうした状況の下、平成 20年 3月期通期の業績予想値は、連結受注工事高 2,500億円（期首発表通
期予想 2,500 億円）、連結完成工事高 5,700 億円（同 5,500 億円）、連結営業利益 220 億円（同 300
億円）、連結経常利益 320 億円（同 385 億円）、連結当期純利益 195 億円（同 235 億円）を見込んで
おります。また、期末の配当金につきましては、１株当たり 18円を予定しております。 
業績予想値の変更理由としまして、売上高については、進行中の海外案件において設計・機器調達業

務を中心に期首予想を上回り進捗したこと、仕様の変更やコスト増加に伴う追加受注を獲得したことに

よるものです。営業利益については、工事従事者の逼迫による労務費の上昇及び生産性の低下に起因す

る工事費用の増大から前回発表予想を下回る見込みです。経常利益及び当期利益についても、ジョイン

トベンチャー持分資産を中心とした利息収入が増加するものの、営業利益の下振れにより減益となる見

込みです。なお、今回の修正にあたっては、想定為替レートの前提を、期首予想時の 1米ドル 115円か
ら 110円に変更しております。 

 
(単位：億円） 

通期の業績見通し(連結) 20年 3月期 19年 3月期 増減率 
受注工事高 2,500 5,577 △ 55.2 ％ 
完成工事高 5,700 4,848 17.6 ％ 
営業利益 220 287 △ 23.3 ％ 
経常利益 320 367 △ 13.0 ％ 
当期純利益 195 235 △ 17.1 ％ 
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(2) 財政状態に関する分析 

  1)資産、負債及び純資産の状況に関する分析 

 資産の部 
大型案件の完成に伴う完成工事未収入金の増加などにより流動資産は 67億48百万円増加しま

した。一方、繰延税金資産の減少などにより固定資産は 3億 13百万円減少しました。その結果、
総資産は前連結会計年度末に比べ 64億 35百万円増加しました。 

 負債の部 
未成工事受入金、工事未払金などの営業負債が 99億 50百万円増加した一方、未払法人税等が 

89億 73百万円、退職給付引当金が 5億 66百万円それぞれ減少したことなどにより、負債総額
は前連結会計年度末に比べて 13億 7百万円減少しました。 

 純資産の部 
中間純利益の計上などにより利益剰余金が 77億 56百万円増加した結果、純資産は 851億 57

百万円となりました。これに伴い、当中間連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末

比 1.5ポイント向上し 18.9%となりました。  
（単位：億円） 

 19/3 19/9 増減  19/3 19/9 増減 
【流動資産】  4,180  4,247  67 【流動負債】  3,514  3,515  1 
現金及び預金（＊）  771  724  △ 47 短期借入金  0  0  △ 0 
営業資産三勘定  663  830  167 営業負債三勘定  3,186  3,285  99 
JV持分資産  2,560  2,524  △ 35 その他  327  229  △ 98 
その他  184  168  △ 16 【固定負債】  140  126  △ 14 
【固定資産】  249  246  △ 3 長期借入金  100  100  △ 0 
有形固定資産  74  76  2 その他  40  26  △ 14 
無形固定資産  33  33  0 【純資産】  774  851  77 
投資その他の資産  140  135  △ 5 株主資本  771  847  76 
    評価・換算差額等  △ 1  △ 0  1 
    少数株主持分  3  3  0 
【資産】  4,429  4,493  64 【負債・純資産】  4,429  4,493  64 

   （＊）現金及び預金の数値につきましては「譲渡性預金」を含めて表示しております。 

 
  2)当中間連結会計年度のキャッシュ・フローの状況 

 営業活動による資金収支 
税金等調整前中間純利益 180 億 29 百万円や減価償却費 7 億 28 百万円を計上したものの、運転

資金収支（売上債権、未成工事支出金、仕入債務、未成工事受入金の増減額合計）が 67 億 4 百

万円の減少となったこと、法人税等の支払額 135 億 41 百万円などにより、 18 億 83 百万円のマ

イナスとなりました。 

 

 投資活動による資金収支 
IT 関連のソフトウェア投資などの設備投資 7 億 49 百万円を実施しましたが、投資有価証券の

売却 8 億 39 百万円などによる収入を計上した結果、 1 億 17 百万円のプラスとなりました。 

 

 財務活動による資金収支 
配当金の支払などにより、30 億 50 百万円のマイナスとなりました。 

 

   以上により、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は 723 億 29 百万円となり、前連

結会計年度末残高よりも 47 億 22 百万円減少しました。 
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                                     （単位：億円） 
キャッシュ･フロー 財政状態の推移 

（連結） 
総資産 負債総額

純資産 
(＊) 営業活動 投資活動 財務活動 

現金･現金 
同等物の 
期末残高 

平成16年3月期  1,428  1,197  231  155  △ 12  △ 82  409 
平成17年3月期  1,828  1,456  372  4  △ 10  11  415 
平成18年3月期  2,797   2,238  558   52  10  △ 13  468 
平成19年3月期  4,429   3,655  774   355  △ 34  △ 21  770 
平成19年9月期  4,493  3,642  851  △ 18  1  △ 30  723 

 （＊） 平成 16 年 3 月期から平成 18 年 3 月期までの数値につきましては、従来の「株主資本」に「少数株
主持分」を加えたものを「純資産」の欄に記載しております。 

 

 

キャッシュ･フロー指標 自己資本比率 債務償還年数 インタレスト･ 
カバレッジ･レシオ 

平成16年3月期 15.9 ％  0.7 年  42.4 倍 
平成17年3月期 20.2 ％  21.3 年  1.6 倍 
平成18年3月期 19.8 ％  2.0 年  17.3 倍 
平成19年3月期 17.4 ％  0.3 年  114.4 倍 

平成19年9月期 18.9 ％  －  － 

備 考 （純資産合計－少数株
主持分）／総資産 有利子負債／営業 CF 営業 CF／支払利息 

 （注）平成 16 年 3 月期から平成 18 年 3 月期までの数値につきましては、従来の「株主資本比率（株主資
本／総資産）を「自己資本比率」の欄に記載しております。また、平成 19 年 9月中間期は、営業キ
ャッシュ・フローがマイナスのため、債務償還年数並びにインタレスト・カバレッジ・レシオは記
載しておりません。 

 
(3) 利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

 当社グループの永続的な発展を図り、収益成長企業として次世代のビジネス創造に備えた恒常的に健

全な財務体質を維持するため内部留保をより充実させつつ、株主の皆様への利益還元に配慮した配当を

実施してまいります。 
 つきましては、当期の期末の配当金は、１株当たり 18円を予定しております。 
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(4) 事業等のリスク 

 当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する重要事項等、投資のリス

クに係わる投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項、及び、それらの事項に対する対

応について、以下記載しております。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、

リスク発生の回避に注力するとともに、リスクが発生した場合にはその影響を最小限に抑えるべく可及

的速やかな対応に努める所存であります。 
なお、以下記載のうち将来に関するリスク事項については、本日現在において、当社が経営上の重要

なリスク管理の対象として認識しているものであります。 
 
(a) 為替レートの変動 
 海外向け工事では、機器資材調達、下請工事代金の決済が工事代金と異なる通貨で行われる場合があ

るため、為替レートの変動が業績に影響を与える可能性があります。当社グループでは、支出を予定す

る複数の通貨での工事代金受領や為替予約の手当によって為替変動のリスクを回避・最小化するよう努

めております。 
 
(b) 機器資材の高騰・素材の逼迫 
 プラント建設では見積入札時と機器資材・下請工事を発注する時期とに時間差があるため、見積入札

後に機器資材・下請工事の代金が見積入札時における予測を超えて高騰する場合があります。また、銅・

ニッケル・アルミニウム・亜鉛などの素材金属の需給逼迫による機器資材の納期の遅れや工事機材の動

員の遅れ等により工事進捗の滞りが発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 当社グループではこれらのリスクを回避・最小化するために、世界各地に購入先の分散を図るなどの

調達先の多様化や一括調達の検討、機器資材の早期発注、有力な業者との協力関係構築など、最善の努

力を尽くしております。 
 
(c) 工事従事者の逼迫・下請工事費用の増大 
 大規模な建設工事が集中した場合、工事従事者などの人的資源が逼迫し、労務費が見積入札時の予測

を超えて増大したり、工程に影響が生じ、その工程の遅れを回復するために追加費用が発生する場合が

あります。 
 当社グループでは、有力な工事業者との協力関係構築を基礎にして、世界各地から各職種要員を手配

するとともに、各工事現場において工事従事者のスキルアップに努めるなど、影響を最小化するための

対応策を取っております。 
 
(d) テロ・紛争などの不可抗力 
 テロ・紛争等の発生により、工事現場あるいは国内外の事業所への直接的な損害、機器資材の納期遅

れ、工事従事者の安全への危険、現場工事の中断などの影響が発生する場合があります。 
 当社グループでは、これら有事の際には顧客等関係先との協議を含め迅速な初動対応を実施できるよ

う危機管理システムを構築し、損害や追加費用に関わる顧客との合理的な分担を定めた契約条件の獲得

などにより、これらのリスクの回避・最小化を図っております。 
 
(e) プラント事故 
 当社グループが建設中又は建設したプラントに、何らかの原因によって爆発や火災の発生等の重大事

故が発生し、その原因が当社グループの責任と判断された場合には、損害賠償責任の負担など業績に影

響を及ぼす可能性があります。 
 当社グループはこのような不測の事態が発生しないよう、品質管理・工事安全管理等について万全を

期すことはもとより、適切な保険の付保、損害の負担に関わる顧客との合理的な分担を定めた契約条件

の獲得などにより、これらのリスクの回避・最小化を図っております。 
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２. 企業集団の状況 

 当社グループは、当社及び連結子会社 16社、持分法適用関連会社５社により構成されております。総
合エンジニアリング企業グループとして、顧客のニーズを的確に把握し最も効率的な解決方法を提供す

る機能をビジネスの軸としており、高度先端技術を駆使し、グループ各社の持つ遂行機能を最適に組み

合わせ、各社が一体となったオペレーションを展開することにより、時代や社会・地域の要請や顧客の

ニーズに柔軟に対応しております。なお、事業内容は、「エンジニアリング事業」と「その他の事業」に

区分しており、事業系統の概要は以下の図のとおりであります。 

 

事業系統図

＜その他の事業＞

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業

<国内各種工事> <財務・会計・税務>

○ 千代田工商(株) ○ ｱﾛｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(株)

(国内ｴﾈﾙｷﾞｰ・化学関連設備工事） (財務・会計・税務の総合ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ)

○ 千代田ﾃｸﾉｴｰｽ(株)

(医薬品・石油施設の土木建築関連工事） <航空運送代理業>

<電気・計装工事> ○ ｱﾛｰﾍｯﾄﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)

○ 千代田計装(株) (旅行業、航空運送代理業)

(各種産業設備等の関連工事）

<ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ管理ｼｽﾃﾑ開発>

<ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・人材派遣> ※ ITｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)

○ 千代田ﾕｰﾃｯｸ(株) (ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ・ｿﾌﾄｳｪｱの開発・販売)

(各種産業設備等の総合ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・人材派遣業)

<人材派遣・研修>

<先端ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ> ※ (株)ｱﾛｰﾒｲﾂ

○ 千代田ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ(株) (人材斡旋・派遣・教育研修)

(高度解析技術・ﾌﾟﾗﾝﾄﾗｲﾌｻｲｸﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・

 ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）

<海外設計拠点(GES)>

○ 千代田ﾌｨﾘﾋﾟﾝ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ)

※ ｴﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾃｨｰ・千代田ﾘﾐﾃｯﾄﾞ（ｲﾝﾄﾞ)

<海外工事遂行拠点>

○ 千代田ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)

○ ﾋﾟｰ・ﾃｨｰ･千代田ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ)

○ 千代田ﾏﾚｰｼｱ･ｾﾝﾄﾞﾘｱﾝ･ﾍﾞﾙﾊｯﾀﾞ（ﾏﾚｰｼｱ)

○ 千代田&ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ﾜｰｸｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ・ﾘﾐﾃｯﾄﾞ（ﾐｬﾝﾏｰ)

※ 千代田ﾍﾟﾄﾛｽﾀｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ（ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ)

<海外営業拠点>

○ 千代田ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ（ｱﾒﾘｶ)

○ 千代田ﾅｲｼﾞｪﾘｱ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ（ﾅｲｼﾞｪﾘｱ)

○ 連結子会社 ※ 関連会社で持分法適用会社 当社の業務請負、業務受託 　顧客からの直接受注

 　 顧　　　　　　　　客

    千代田化工建設株式会社

＜各種ﾌﾟﾗﾝﾄに関するｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ、計
画、設計、調達、施工、試運転及びﾒｲﾝﾃ
ﾅﾝｽ等の総合ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業＞
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３. 経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

  当社グループは、株主、顧客、取引先、従業員、地域社会など、すべてのステークホルダーから信頼
と共感を得られる企業グループ経営を目指してまいります。 
 
  上記経営理念に基づき、当社グループは「収益成長企業」を目指すため、平成 18年 3月期（2005年
度）を取り組み初年度とし、平成 21年３月期（2008年度）を最終年度とした中期経営計画「ダブル・
ステップアップ・プラン(DSP)2008」を策定し、平成 17年２月 17日に公表しております。 
 
 中期経営計画 DSP2008 を確実に実行し、千代田グループのエンジニアリング・ビジネスの基盤をよ
り固めて、次世代への継承を計り企業価値の更なる向上を図ることを目指して｢継往開来｣(*)を標語とし、
受注した工事の確実な遂行と安全文化の確立に注力して事業活動の継続を図り、更に飛躍を図るために、

次なる戦略の播種を展開して参ります。 
    (*)継往開来(けいおうかいらい):先人の事業を受け継ぎ未来を切り拓く 

    
 具体的には、「知財こそ将来の糧」として、当社グループ内にあるプロジェクト遂行を含めた有形・無

形の知的財産の強化・活用を重視していきます。知財には、環境技術、触媒技術等の各種要素技術だけ

ではなく、最先端の統合プロジェクトエンジニアリングシステム(i-Plant 21®)の強化など遂行技術を含
みます。 
 次に、技術開発の面では、クリーンエネルギーである LNG などガス関連の技術や重質油からクリー
ン燃料を生産する技術など「環境に優しい技術」を追求します。 
 また、運営の面では、仕事を通じて尊敬・信頼を得られるよう個人の成長を促し、個人の成長が組織

成熟度を向上させ、社会的な責任を果たし継続的に改善する組織・会社となれるような「人に優しい経

営」を目指します。 
 
 
(2) 目標とする経営指標 

 当社グループは中期経営計画 DSP2008 における経営指標として「平成 21 年３月期（2008 年度）ま
でに、株主資本比率(*)30％以上」と定め、自助努力により収益力を更に強化し、次世代のビジネス創造
に備えて恒常的に健全な財務体質を確立することを目標としております。 

        (*)2005年２月中期経営計画 DSP2008発表時の指標であり現行の自己資本比率に相当するもの。 
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(3) 中長期的な会社の経営戦略 

 中期経営計画 DSP2008の基本的考え方は、第一に、「変化をとらえ、変化にチャレンジ」のイノベー
ションを断行し、「Reliability（信頼性）No.1 プロジェクト・カンパニー」を目指していくこと、第二
に、「継続的な競争力強化・業務改善」を実行し、自助努力を重ねて「収益力を成長させるエクセレント・

カンパニー」を目指していくこと、の二点であります。 
 当社グループでは、上記の基本的考え方に基づき中長期戦略を策定し、経営トップから従業員まで一

丸となって経営目標の達成に邁進してまいります。 
 なお、経営目標の達成に向けては、バランス・スコアカードを用いて個別戦略毎の重点目標、アクシ

ョンプラン及びその進捗結果を統合的に管理してまいります。 
 
 

中長期経営戦略中長期経営戦略中長期経営戦略

● 技術優位性を活かした事業展開による

顧客にとって最も信頼できる永続的なパートナーとしての関係構築

● グループ総合力を活かしたSmart EPC の推進によるプロジェクト遂行力の更なる強化

● “Reliability No.1 プロジェクト・カンパニー”にステップアップ

● “収益成長企業として エクセレント・カンパニー”にステップアップ

経営 ﾋﾞｼﾞｮﾝ経営経営 ﾋﾞｼﾞｮﾝﾋﾞｼﾞｮﾝ

● 「収益成長企業」として、次世代のビジネス創造に備えた恒常的に健全な財務体質の確立

CSR （企業の社会的責任） 活動の推進

S1S1

S2S2

S3S3

● 働きやすく働きがいのある会社として、活力に溢れた組織風土づくりと人材育成SS44

中長期経営戦略中長期経営戦略
「ダブル・ステップアップ・プラン「ダブル・ステップアップ・プラン(DSP)2008(DSP)2008」」

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 会社の対処すべき課題 

 高水準の受注残を抱える中、現在工事遂行中の世界最大規模のカタールにおける LNG プロジェクト
及び国内の大型石油プロジェクトでは、工事従事者の逼迫等不確実性を生む外部環境要因が増加し、プ

ロジェクト遂行の難しさが増大しております。パートナーとの関係及び ITの強化に加えて更にリスク管
理及び安全への配慮の一層の徹底を図り、既受注 LNG を含む国内外の大型案件を確実に遂行すること
に注力いたしてまいります。こうした対応により、大型化し複雑化したプラントに対する顧客要請に的

確に対応し一層の Reliability(信頼性)を確保して、中期経営計画 DSP2008を確実に実施してまいります。 
 また、企業としての社会的責任を確実に果たしていく活動を推進していくと同時に次なる戦略の播種

を行ってまいります。 
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４．中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

  
前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
連結貸借対照表

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部)           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金   48,873   50,959   77,177  

２　受取手形及び
完成工事未収入金

*5  34,938   57,627   38,659  

３　有価証券   ―   21,500   ―  

４　未成工事支出金   27,576   25,391   27,656  

５　繰延税金資産   1,552   4,123   5,884  

６　ジョイントベンチャ
ー持分資産

*3  240,131   252,494   256,060  

７　その他   12,115   12,799   12,640  

貸倒引当金   △87   △109   △40  

流動資産合計   365,100 93.9  424,786 94.5  418,037 94.4

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産           

(1) 建物及び構築物 *1 6,581   6,688   6,615   

減価償却累計額  3,528 3,052  3,700 2,987  3,614 3,001  

(2) 機械装置
及び運搬具

 908   1,340   1,162   

減価償却累計額  276 632  280 1,059  271 891  

(3) 工具器具及び備品  5,318   5,513   5,543   

減価償却累計額  3,642 1,676  3,711 1,802  3,806 1,737  

(4) 土地 *1  1,850   1,835   1,835  

(5) 建設仮勘定   10   0   －  

有形固定資産合計   7,222   7,684   7,464  

２　無形固定資産   3,103   3,390   3,352  

３　投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 *1  7,183   8,722   8,740  

(2) 長期貸付金   536   －   －  

(3) 繰延税金資産   2,834   1,547   2,056  

(4) その他 *4  3,534   3,764   3,841  

貸倒引当金   △602   △509   △539  

投資その他の資産
合計

  13,485   13,526   14,097  

固定資産合計   23,811 6.1  24,601 5.5  24,915 5.6

資産合計   388,912 100.0  449,387 100.0  442,952 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
連結貸借対照表

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部)           

Ⅰ　流動負債           

１　支払手形及び
工事未払金

  80,275   93,667   86,813  

２　１年以内返済予定の
長期借入金

*1  71   92   96  

３　未払法人税等   4,801   4,096   13,070  

４　未成工事受入金   210,554   234,915   231,818  

５　完成工事補償引当金   1,636   1,871   1,581  

６　受注工事損失引当金   10   15   10  

７　賞与引当金   3,727   3,875   5,096  

８　その他   7,654   13,048   12,957  

流動負債合計   308,731 79.4  351,582 78.2  351,444 79.3

Ⅱ　固定負債           

１　長期借入金 *1  10,133   10,036   10,067  

２　繰延税金負債   2   －   －  

３　退職給付引当金   3,260   1,223   1,789  

４　役員退職慰労引当金   417   466   486  

５　その他   1,774   922   1,748  

固定負債合計   15,587 4.0  12,648 2.8  14,093 3.2

負債合計   324,319 83.4  364,230 81.0  365,537 82.5

(純資産の部)           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金   12,916 3.3  12,929 2.9  12,928 2.9

２　資本剰余金   6,700 1.7  6,712 1.5  6,711 1.5

３　利益剰余金   46,041 11.9  66,155 14.7  58,398 13.2

４　自己株式   △790 △0.2  △1,033 △0.2  △905 △0.2

株主資本合計   64,868 16.7  84,765 18.9  77,133 17.4

Ⅱ　評価・換算差額等           

１　その他有価証券
評価差額金

  △133 △0.0  282 0.0  247 0.1

２　繰延ヘッジ損益   △210 △0.1  △584 △0.1  △408 △0.1

３　為替換算調整勘定   △290 △0.1  297 0.1  49 0.0

評価・換算差額等
合計

  △634 △0.2  △4 △0.0  △110 △0.0

Ⅲ　少数株主持分   359 0.1  396 0.1  392 0.1

純資産合計   64,593 16.6  85,157 19.0  77,414 17.5

負債純資産合計   388,912 100.0  449,387 100.0  442,952 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

  
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
連結損益計算書

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ　完成工事高   210,981 100.0  312,547 100.0  484,895 100.0

Ⅱ　完成工事原価   192,047 91.0  295,307 94.5  445,158 91.8

完成工事総利益   18,934 9.0  17,239 5.5  39,736 8.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 *1  5,443 2.6  5,819 1.8  11,036 2.3

営業利益   13,490 6.4  11,420 3.7  28,700 5.9

Ⅳ　営業外収益           

１　受取利息  3,388   5,943   8,442   

２　受取配当金  17   44   68   

３　持分法による
投資利益

 144   140   375   

４　不動産賃貸収入  131   121   259   

５　その他  155 3,836 1.8 82 6,332 2.0 226 9,373 1.9

Ⅴ　営業外費用           

１　支払利息  152   173   310   

２　為替差損  343   141   628   

３　不動産賃貸費用  80   85   138   

４　その他  52 629 0.3 49 449 0.2 197 1,275 0.2

経常利益   16,697 7.9  17,303 5.5  36,797 7.6

Ⅵ　特別利益           

１　投資有価証券売却益  －   644   －   

２　貸倒引当金戻入額  688   31   742   

３　投資損失引当金
戻入額

 263   －   263   

４　その他  124 1,076 0.5 50 726 0.3 166 1,171 0.2

Ⅶ　特別損失           

１　投資有価証券評価損  14   －   14   

２　その他  － 14 0.0 － － － 18 33 0.0

税金等調整前
中間(当期)純利益

  17,758 8.4  18,029 5.8  37,935 7.8

法人税、住民税
及び事業税

 4,876   5,002   16,209   

法人税等調整額  1,675 6,551 3.1 2,377 7,380 2.4 △1,866 14,342 2.9

少数株主利益   33 0.0  7 0.0  60 0.0

中間(当期)純利益   11,173 5.3  10,641 3.4  23,531 4.9
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 12,901 6,684 36,877 △676 55,786

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 15 15   31

剰余金の配当（注）   △1,921  △1,921

中間純利益   11,173  11,173

連結子会社減少に伴う
利益剰余金減少額

  △88  △88

自己株式の取得    △114 △114

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

     

中間連結会計期間中の
変動額合計(百万円)

15 15 9,163 △114 9,081

平成18年９月30日残高(百万円) 12,916 6,700 46,041 △790 64,868

 評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 44 － △323 △278 322 55,830

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行      31

剰余金の配当（注）      △1,921

中間純利益      11,173

連結子会社減少に伴う
利益剰余金減少額

     △88

自己株式の取得      △114

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

△178 △210 33 △355 36 △318

中間連結会計期間中の
変動額合計(百万円)

△178 △210 33 △355 36 8,762

平成18年９月30日残高(百万円) △133 △210 △290 △634 359 64,593

　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 12,928 6,711 58,398 △905 77,133

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 1 1   2

剰余金の配当   △2,884  △2,884

中間純利益   10,641  10,641

自己株式の取得    △127 △127

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

     

中間連結会計期間中の
変動額合計(百万円)

1 1 7,756 △127 7,632

平成19年９月30日残高(百万円) 12,929 6,712 66,155 △1,033 84,765

 評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 247 △408 49 △110 392 77,414

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行      2

剰余金の配当      △2,884

中間純利益      10,641

自己株式の取得      △127

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

34 △176 247 105 4 110

中間連結会計期間中の
変動額合計(百万円)

34 △176 247 105 4 7,742

平成19年９月30日残高(百万円) 282 △584 297 △4 396 85,157
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 12,901 6,684 36,877 △676 55,786

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 27 26   54

剰余金の配当（注）   △1,921  △1,921

当期純利益   23,531  23,531

連結子会社減少に伴う
利益剰余金減少額

  △88  △88

自己株式の取得    △229 △229

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の
変動額合計(百万円)

27 26 21,521 △229 21,346

平成19年３月31日残高(百万円) 12,928 6,711 58,398 △905 77,133

 評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 44 ― △323 △278 322 55,830

連結会計年度中の変動額       

新株の発行      54

剰余金の配当（注）      △1,921

当期純利益      23,531

連結子会社減少に伴う
利益剰余金減少額

     △88

自己株式の取得      △229

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

202 △408 373 167 69 237

連結会計年度中の
変動額合計(百万円)

202 △408 373 167 69 21,584

平成19年３月31日残高(百万円) 247 △408 49 △110 392 77,414

　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

  

前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

    

税金等調整前中間(当期)
純利益

 17,758 18,029 37,935

減価償却費  759 728 1,507

貸倒引当金の増減額
(減少:△)

 △947 38 △1,056

受取利息及び受取配当金  △3,405 △5,988 △8,511

支払利息  152 173 310

為替差損益(差益:△)  △5 46 △73

持分法による投資利益  △144 △140 △375

投資有価証券売却益  － △644 －

売上債権の増減額
(増加:△)

 12,036 △18,782 8,484

未成工事支出金の増減額
(増加:△)

 △9,672 2,283 △9,728

仕入債務の増減額
(減少:△)

 △5,452 6,774 947

未成工事受入金の増減額
(減少:△)

 108,589 3,020 129,741

賞与引当金の増減額
(減少:△)

 △128 △1,227 1,240

退職給付引当金の増減額
(減少:△)

 △4,701 △566 △6,172

完成工事補償引当金の
増減額(減少:△)

 △237 272 △305

ジョイントベンチャー
持分資産の増減額
(増加:△)

 △108,794 3,566 △124,724

未払消費税等の増減額
(減少:△)

 △1,706 3,744 △1,707

未払確定拠出年金移換額の
増減額（減少:△）

 2,450 △826 2,444

その他  3,511 871 12,518

小計  10,063 11,374 42,475

利息及び配当金の受取額  146 375 335

利息の支払額  △151 △91 △317

工事和解金の支払額  △469 － △469

法人税等の支払額  △3,647 △13,541 △6,492

営業活動による
キャッシュ・フロー

 5,941 △1,883 35,531
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

    

有形固定資産の取得
による支出

 △206 △132 △460

有形固定資産の売却
による収入

 6 5 42

無形固定資産の取得
による支出

 △626 △616 △1,319

投資有価証券の取得
による支出

 △1,589 △0 △2,419

投資有価証券の売却
による収入

 － 839 32

長期貸付けによる支出  △15 － △15

長期貸付金の回収
による収入

*2 379 28 609

その他  13 △4 71

投資活動による
キャッシュ・フロー

 △2,038 117 △3,458

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

    

長期借入金の返済
による支出

 △10 △35 △46

株式の発行による収入  31 2 54

配当金の支払額  △1,913 △2,877 △1,915

少数株主への配当金の
支払額

 － △12 △54

その他  △114 △127 △229

財務活動による
キャッシュ・フロー

 △2,006 △3,050 △2,191

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

 13 94 357

Ⅴ　現金及び現金同等物の
増減額（減少:△）

 1,909 △4,722 30,239

Ⅵ　現金及び現金同等物の
期首残高

 46,878 77,051 46,878

Ⅶ　現金及び現金同等物の
連結除外による減少額

 △66 － △66

Ⅷ　現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

*1 48,721 72,329 77,051
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

(イ)連結子会社の数　17社

主要な連結子会社名

千代田工商㈱

千代田計装㈱

千代田テクノエース㈱

千代田アドバンスト・ソ
リューションズ㈱

アロー・ビジネス・コン
サルティング㈱

アローヘッド・インター
ナショナル㈱

千代田ユーテック㈱

千代田シンガポール・プ
ライベート・リミテッド

千代田フィリピン・コー
ポレーション

千代田インターナショナ
ル・コーポレーション

ピー・ティー・千代田イ
ンターナショナル・イン
ドネシア

千代田＆パブリック・
ワークス・カンパニー・
リミテッド

千代田アジア・パシ
フィック・プライベー
ト・リミテッド

千代田マレーシア・セン
ドリアン・ベルハッダ

千代田タイランド・リミ
テッド

他 ２社

(イ)連結子会社の数　16社

主要な連結子会社名

千代田工商㈱

千代田計装㈱

千代田テクノエース㈱

千代田アドバンスト・ソ
リューションズ㈱

アロー・ビジネス・コン
サルティング㈱

アローヘッド・インター
ナショナル㈱

千代田ユーテック㈱

千代田シンガポール・プ
ライベート・リミテッド

千代田フィリピン・コー
ポレーション

千代田インターナショナ
ル・コーポレーション

ピー・ティー・千代田イ
ンターナショナル・イン
ドネシア

千代田＆パブリック・
ワークス・カンパニー・
リミテッド

千代田マレーシア・セン
ドリアン・ベルハッダ

他 ３社

(イ)連結子会社の数　17社

主要な連結子会社名

千代田工商㈱

千代田計装㈱

千代田テクノエース㈱

千代田アドバンスト・ソ
リューションズ㈱

アロー・ビジネス・コン
サルティング㈱

アローヘッド・インター
ナショナル㈱

千代田ユーテック㈱

千代田シンガポール・プ
ライベート・リミテッド

千代田フィリピン・コー
ポレーション

千代田インターナショナ
ル・コーポレーション

ピー・ティー・千代田イ
ンターナショナル・イン
ドネシア

千代田＆パブリック・
ワークス・カンパニー・
リミテッド

千代田アジア・パシ
フィック・プライベー
ト・リミテッド

千代田マレーシア・セン
ドリアン・ベルハッダ

千代田タイランド・リミ
テッド

他 ２社

前連結会計年度まで連結

子会社であったピー・

ティー・アジアン・エンジ

ニアリング・コントラク

ターズ・インドネシアは、

重要性が乏しくなったため、

当中間連結会計期間より連

結の範囲から除外しており

ます。

　なお、当中間連結会計期

間にユーテック・コンサル

ティング㈱は千代田ユー

テック㈱に、シー・アン

ド・イー・コーポレーショ

ンは千代田フィリピン・

コーポレーションにそれぞ

れ商号を変更しております。

前連結会計年度まで連結

子会社であった千代田アジ

ア・パシフィック・プライ

ベート・リミテッドは、平

成19年１月に千代田シンガ

ポール・プライベート・リ

ミテッドに吸収合併されて

おります。

前連結会計年度まで連結

子会社であったピー・

ティー・アジアン・エンジ

ニアリング・コントラク

ターズ・インドネシアは、

重要性が乏しくなったため、

当連結会計年度より連結の

範囲から除外しております。

　また、当連結会計年度に

ユーテック・コンサルティ

ング㈱は千代田ユーテック

㈱に、シー・アンド・

イー・コーポレーションは

千代田フィリピン・コーポ

レーションにそれぞれ商号

を変更しております。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　なお、千代田アジア・パ

シフィック・プライベー

ト・リミテッドは、平成19

年１月に千代田シンガポー

ル・プライベート・リミ

テッドに吸収合併されてお

ります。

(ロ)非連結子会社の数

10社

主要な非連結子会社は、

イーアイエンジニアリング

㈱であります。

非連結子会社10社は、そ

の総資産合計額、売上高合

計額、中間純損益のうち持

分に見合う額の合計額及び

利益剰余金等のうち持分に

見合う額の合計額は、いず

れも小規模であり全体とし

ても中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしておりま

せん。

(ロ)非連結子会社の数

10社

同左

 

(ロ)非連結子会社の数

10社

主要な非連結子会社は、

イーアイエンジニアリング

㈱であります。

非連結子会社10社は、そ

の総資産合計額、売上高合

計額、当期純損益のうち持

分に見合う額の合計額及び

利益剰余金等のうち持分に

見合う額の合計額は、いず

れも小規模であり全体とし

ても連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。

２　持分法の適用に関

する事項

(イ)持分法適用の関連会社数

５社

ITエンジニアリング㈱

㈱アローメイツ

エル・アンド・ティー・
千代田リミテッド

他　２社

(イ)持分法適用の関連会社数

５社

同左

(イ)持分法適用の関連会社数

５社

同左

(ロ)非連結子会社10社及び関

連会社３社に対する投資に

ついては持分法を適用して

おりません。

　このうち主要な非連結子

会社は、イーアイエンジニ

アリング㈱、主要な関連会

社は、システックサービス

㈱であります。

これらの持分法を適用し

ていない非連結子会社と関

連会社の中間純損益のうち

持分に見合う額の合計額及

び利益剰余金等のうち持分

に見合う額の合計額は、い

ずれも小規模であり全体と

しても中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしており

ません。

(ロ)非連結子会社10社及び関

連会社３社に対する投資に

ついては持分法を適用して

おりません。

　このうち主要な非連結子

会社は、イーアイエンジニ

アリング㈱、主要な関連会

社は、カフコジャパン投資

㈱であります。

これらの持分法を適用し

ていない非連結子会社と関

連会社の中間純損益のうち

持分に見合う額の合計額及

び利益剰余金等のうち持分

に見合う額の合計額は、い

ずれも小規模であり全体と

しても中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしており

ません。

(ロ)非連結子会社10社及び関

連会社３社に対する投資に

ついては持分法を適用して

おりません。

　このうち主要な非連結子

会社は、イーアイエンジニ

アリング㈱、主要な関連会

社は、カフコジャパン投資

㈱であります。

これらの持分法を適用し

ていない非連結子会社と関

連会社の当期純損益のうち

持分に見合う額の合計額及

び利益剰余金等のうち持分

に見合う額の合計額は、い

ずれも小規模であり全体と

しても連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりませ

ん。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(ハ)持分法適用会社のうち、

中間決算日が中間連結決算

日と異なる会社については、

各社の中間会計期間にかか

る中間財務諸表を使用して

おります。

(ハ)　　　同左 (ハ)持分法適用会社のうち、

決算日が連結決算日と異な

る会社については、各社の

事業年度にかかる財務諸表

を使用しております。

３　連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

　連結子会社のうち以下の会

社の中間決算日は６月30日で

あります。中間連結財務諸表

の作成に当たっては、同中間

決算日現在の中間財務諸表を

使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っております。

　連結子会社のうち以下の会

社の中間決算日は６月30日で

あります。中間連結財務諸表

の作成に当たっては、同中間

決算日現在の中間財務諸表を

使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っております。

　連結子会社のうち以下の会

社の決算日は12月31日であり

ます。連結財務諸表の作成に

当たっては、同決算日現在の

財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調

整を行っております。

千代田シンガポール・プラ
イベート・リミテッド

千代田インターナショナ
ル・コーポレーション

ピー・ティー・千代田イン
ターナショナル・インドネ
シア

千代田タイランド・リミ
テッド

千代田フィリピン・コーポ
レーション

千代田アジア・パシフィッ
ク・プライベート・リミ
テッド

千代田マレーシア・センド
リアン・ベルハッダ

他 ２社

千代田シンガポール・プラ
イベート・リミテッド

千代田インターナショナ
ル・コーポレーション

ピー・ティー・千代田イン
ターナショナル・インドネ
シア

千代田フィリピン・コーポ
レーション

千代田マレーシア・センド
リアン・ベルハッダ

他 ３社

千代田シンガポール・プラ
イベート・リミテッド

千代田インターナショナ
ル・コーポレーション

ピー・ティー・千代田イン
ターナショナル・インドネ
シア

千代田タイランド・リミ
テッド

千代田フィリピン・コーポ
レーション

千代田アジア・パシフィッ
ク・プライベート・リミ
テッド

千代田マレーシア・センド
リアン・ベルハッダ

他 ２社

４　会計処理基準に関

する事項

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

　    その他有価証券

        時価のあるもの

中間連結決算日前

１ヶ月の市場価格

の平均に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。)

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

　    その他有価証券

        時価のあるもの

同左 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

　　  その他有価証券

        時価のあるもの

連結決算日前１ヶ

月の市場価格の平

均に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定しており

ます。)

時価のないもの

移動平均法による

原価法

時価のないもの

同左 

時価のないもの

同左 

②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

同左

②　デリバティブ

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

③　たな卸資産

未成工事支出金

個別法による原価
法

③　たな卸資産

未成工事支出金

同左

③　たな卸資産

未成工事支出金

同左

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

主として定率法を採用

しておりますが、当社の

建物については、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

主として定率法を採用

しておりますが、当社の

建物については、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

主として定率法を採用

しておりますが、当社の

建物については、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

建物及び
構築物

11～57年

機械装置
及び運搬具

４～13年

工具器具
及び備品

２～15年

建物及び
構築物

11～57年

機械装置
及び運搬具

４～13年

工具器具
及び備品

２～15年

建物及び
構築物

11～57年

機械装置
及び運搬具

４～13年

工具器具
及び備品

２～15年

  (会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、

当中間連結会計期間より、

平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更

しております。

　これによる営業利益、経

常利益及び税金等調整前中

間純利益に与える影響は軽

微であります。

  なお、セグメント情報に

与える影響は「セグメント

情報」に記載しております。

 

②　無形固定資産

定額法を採用しており

ます。

なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における見込利用可能

期間(最長５年)に基づく

定額法を採用しておりま

す。

②　無形固定資産

同左

②　無形固定資産

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(ハ)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

よっており、貸倒懸念債

権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を

計上しております。

(ハ)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

(ハ)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担

保等の費用に備えるため、

主として、過去の経験割

合に基づく一定の算定基

準により計上しておりま

す。

②　完成工事補償引当金

同左

②　完成工事補償引当金

同左

③　受注工事損失引当金

受注工事に係る将来の

損失に備えるため、当中

間連結会計期間末におけ

る未引渡工事のうち損失

の発生が見込まれ、且つ、

その金額を合理的に見積

もることができる工事に

ついて、損失見込額を計

上しております。

③　受注工事損失引当金

同左

③　受注工事損失引当金

受注工事に係る将来の

損失に備えるため、当連

結会計年度末における未

引渡工事のうち損失の発

生が見込まれ、且つ、そ

の金額を合理的に見積も

ることができる工事につ

いて、損失見込額を計上

しております。

④　賞与引当金

従業員に支給すべき賞

与の支払に備えるため、

当中間連結会計期間に対

応する支給見込額を計上

しております。

④　賞与引当金

同左

④　賞与引当金

従業員に支給すべき賞

与の支払に備えるため、

当連結会計年度に対応す

る支給見込額を計上して

おります。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

⑤　退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

なお、会計基準変更時

差異(5,696百万円)は、

15年による均等額を営業

費用処理しております。

（当社の会計基準変更時

差異は確定給付企業年金

制度(キャッシュバラン

スプラン)及び確定拠出

年金制度への移行後の金

額であります。）

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により営業費用処理して

おります。

当社の数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる定額法により翌連結

会計年度から営業費用処

理することとしておりま

す。

⑤　退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

なお、会計基準変更時

差異(5,696百万円)は、

15年による均等額を営業

費用処理しております。

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により営業費用処理して

おります。

当社の数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる定額法により翌連結

会計年度から営業費用処

理することとしておりま

す。

⑤　退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。

なお、会計基準変更時

差異(5,696百万円)は、

15年による均等額を営業

費用処理しております。

（当社の会計基準変更時

差異は確定給付企業年金

制度(キャッシュバラン

スプラン)及び確定拠出

年金制度への移行後の金

額であります。）

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により営業費用処理して

おります。

当社の数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる定額法により翌連結

会計年度から営業費用処

理することとしておりま

す。

⑥　役員退職慰労引当金

当社の役員(執行役員

を含む)及び主要な連結

子会社の役員に支給する

退職慰労金に充てるため、

内規に基づく中間期末要

支給額を計上しておりま

す。

⑥　役員退職慰労引当金

同左

⑥　役員退職慰労引当金

当社の役員(執行役員

を含む)及び主要な連結

子会社の役員に支給する

退職慰労金に充てるため、

内規に基づく期末要支給

額を計上しております。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(ニ)完成工事高の計上基準

原則として、工事完成基

準によっております。但し、

当社及び国内主要連結子会

社４社は、契約額１億円以

上且つ、工期１年超の工事

について、工事進行基準を

採用しております。

(ニ)完成工事高の計上基準

原則として、工事完成基

準によっております。但し、

当社及び国内主要連結子会

社４社は、契約額１億円以

上且つ、工期１年超の工事

について、工事進行基準を

採用しております。

(ニ)完成工事高の計上基準

原則として、工事完成基

準によっております。但し、

当社及び国内主要連結子会

社４社は、契約額１億円以

上且つ、工期１年超の工事

について、工事進行基準を

採用しております。

千代田シンガポール・プ

ライベート・リミテッド

(シンガポール子会社)及び

ピー・ティー・千代田イン

ターナショナル・インドネ

シア(インドネシア子会社)

他６社についても工事進行

基準を採用しております。

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は、178,840

百万円であります。

千代田シンガポール・プ

ライベート・リミテッド

(シンガポール子会社)及び

ピー・ティー・千代田イン

ターナショナル・インドネ

シア(インドネシア子会社)

他６社についても工事進行

基準を採用しております。

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は、287,996

百万円であります。

千代田シンガポール・プ

ライベート・リミテッド

(シンガポール子会社)及び

ピー・ティー・千代田イン

ターナショナル・インドネ

シア(インドネシア子会社)

他６社についても工事進行

基準を採用しております。

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は、412,052

百万円であります。

(ホ)重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準

外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。

なお、在外子会社等の資

産、負債、収益及び費用は、

在外子会社等の中間決算日

の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調

整勘定及び少数株主持分に

含めております。

(ホ)重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準

同左

(ホ)重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準

外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

なお、在外子会社等の資

産、負債、収益及び費用は、

在外子会社等の決算日の直

物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含め

ております。

(ヘ)重要なリース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

(ヘ)重要なリース取引の処理

方法

同左

(ヘ)重要なリース取引の処理

方法

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(ト)重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっ

ております。

なお、振当処理の要件

を満たしている場合は振

当処理を採用しておりま

す。

(ト)重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

(ト)重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対
象

ヘッジ手段

為替予約及び外貨預
金

②　ヘッジ手段とヘッジ対
象

ヘッジ手段

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対
象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

外貨建資産負債及び
外貨建予定取引

ヘッジ対象

同左

ヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

為替リスク管理方針に

関する社内規定及び運用

細則に基づき、外貨建の

債権債務及び予定取引の

キャッシュ・フローの円

貨を固定するため及び外

貨建の資産負債の為替変

動リスクを軽減するため

にヘッジを行っておりま

す。

③　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方
法

ヘッジ有効性評価は、

原則として中間連結決算

時及び連結決算時にヘッ

ジ対象とヘッジ手段双方

の相場変動の累計額を基

礎に行っております。

但し、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の資産・負債

又は予定取引に関する重

要な条件が同一である場

合には、ヘッジ有効性評

価を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方
法

同左

④　ヘッジ有効性評価の方
法

同左

(チ)その他中間連結財務諸表

作成のための基本となる

重要な事項

(チ)その他中間連結財務諸表

作成のための基本となる

重要な事項

(チ)その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。

①　消費税等の会計処理

同左

①　消費税等の会計処理

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

②　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用し

ております。

②　連結納税制度の適用

同左

②　連結納税制度の適用

同左

５　中間連結キャッ

シュ・フロー計算

書(連結キャッ

シュ・フロー計算

書)における資金の

範囲

　中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、

且つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっ

ております。

同左 　連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、且つ、

価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっており

ます。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準)

　当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５

号　平成17年12月９日)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会

計基準適用指針第８号　平成17年

12月９日)を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、64,444百万円であ

ります。

　なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。

───── (貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準)

　当連結会計年度より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号　

平成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号　平成17年12月

９日)を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、77,430百万円であ

ります。

　なお、当連結会計年度における

連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。

表示方法の変更

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

(中間連結貸借対照表関係)

　  従来区分掲記しておりました「長期未収入金」は、当

中間連結会計期間末の資産の総額に与える影響が乏しく

なったため、投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しております。

　なお、当中間連結会計期間末の「長期未収入金」の金

額は298百万円であります。

(中間連結貸借対照表関係)

１　前中間連結会計期間まで「現金及び預金」に含めて表

示しておりました「譲渡性預金」は、中間連結財務諸表

規則ガイドラインの改正に伴い、当中間連結会計期間よ

り「有価証券」に含めて表示しております。

　なお、前中間連結会計期間末の「譲渡性預金」は

22,500百万円であります。

(中間連結キャッシュフロー・計算書関係)

　従来区分掲記しておりました「短期貸付金純減少額」

は、金額的重要性が乏しくなったため、当中間連結会計

期間から投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示しております。

　なお、当中間連結会計期間の「短期貸付金純減少額」

の金額は0百万円であります。

２  従来区分掲記しておりました「長期貸付金」は、当中

間連結会計期間末の資産の総額に与える影響が乏しく

なったため、投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しております。

  なお、当中間連結会計期間末の「長期貸付金」の金額

は487百万円であります。

３  従来区分掲記しておりました固定負債の「繰延税金負

債」は、当中間連結会計期間末の負債純資産の総額に与

える影響が乏しくなったため、固定負債の「その他」に

含めて表示しております。

  なお、当中間連結会計期間末の固定負債の「繰延税金

負債」の金額は19百万円であります。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

＊１　下記の資産は、長期借入金(１年

以内返済予定を含む)204百万円の

担保に供しております。

＊１　下記の資産は、長期借入金(１年

以内返済予定を含む)128百万円の

担保に供しております。

＊１　下記の資産は、長期借入金(１年

以内返済予定を含む)163百万円の

担保に供しております。

建物及び構築物 624百万円

土地 695百万円

投資有価証券 4百万円

合計 1,324百万円

建物及び構築物 598百万円

土地 695百万円

合計 1,293百万円

建物及び構築物 613百万円

土地 695百万円

合計 1,308百万円

　２　債務保証をしているものは次の

とおりであります。

(イ)従業員の住宅融資

718百万円

　２　債務保証をしているものは次の

とおりであります。

(イ)従業員の住宅融資

618百万円

　２　債務保証をしているものは次の

とおりであります。

(イ)従業員の住宅融資

656百万円

(ロ)関係会社

工事に関するボンドに対する
保証等

(ロ)関係会社等

工事に関するボンドに対する
保証等

(ロ)関係会社等

工事に関するボンドに対する
保証等

千代田ペトロスター・
リミテッド

 （US$　3,036,869） 358百万円

   

 関係会社合計 358百万円

 債務保証総合計 1,076百万円

千代田ペトロスター・
リミテッド他

 （US$　1,183,905） 136百万円

 （RM　  　22,000） 0百万円

 工事に関するボンド
に対する保証等計

137百万円

   

 関係会社等合計 137百万円

 債務保証総合計 755百万円

千代田ペトロスター・
リミテッド他

 （US$　3,065,750） 361百万円

 （RM　　 258,900） 8百万円

 工事に関するボンド
に対する保証等計

370百万円

   

 関係会社等合計 370百万円

 債務保証総合計 1,026百万円

［US$：米ドル］ ［US$：米ドル　

RM ：マレーシアリンギット］

［US$：米ドル　

RM ：マレーシアリンギット］

＊３　 請負工事に係るジョイントベン

チャー契約の決算書における貸借

対照表項目のうち、当社の持分相

当額を表示しております。

＊３　　　　　 同左 ＊３　　　　　 同左

＊４　 カフコジャパン投資株式会社に

対する債権209百万円が投資その

他の資産の「その他」に含まれて

おります。

  なお、当該債権は平成18年10月

31日付で全額入金がなされており

ます。

＊４　　　　───── ＊４　 カフコジャパン投資株式会社に

対する債権は、当連結会計年度末

までに全額入金されました。

＊５　 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。

　なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったため、

次の満期手形が中間連結会計期間

末残高に含まれております。　

＊５　 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。

　なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったため、

次の満期手形が中間連結会計期間

末残高に含まれております。　

＊５　 連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。

　なお、当連結会計年度の末日は

金融機関の休日であったため、次

の満期手形が当連結会計年度末残

高に含まれております。

受取手形 83百万円 受取手形 134百万円  受取手形 234百万円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

＊１　 このうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

＊１　 このうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

＊１　 このうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

(1) 従業員給与手当 1,055百万円

(2) 賞与引当金繰入額 517百万円

(3) 退職給付費用 120百万円

(4) 役員退職慰労引当
金繰入額

64百万円

(5) 業務委託費 600百万円

(6) 研究開発費 571百万円

(7) 貸倒引当金繰入額 0百万円

(1) 従業員給与手当 1,115百万円

(2) 賞与引当金繰入額 531百万円

(3) 退職給付費用 109百万円

(4) 役員退職慰労引当
金繰入額

70百万円

(5) 業務委託費 650百万円

(6) 研究開発費 681百万円

(7) 貸倒引当金繰入額 70百万円

(1) 従業員給与手当 2,122百万円

(2) 賞与引当金繰入額 727百万円

(3) 退職給付費用 237百万円

(4) 役員退職慰労引当
金繰入額

134百万円

(5) 業務委託費 1,265百万円

(6) 研究開発費 1,203百万円

(7) 貸倒引当金繰入額 2百万円

（中間連結株主資本等変動計算書関係）

  前中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式　　　　　　　(千株) 192,893 136 ― 193,029

　(注) 普通株式の株式数の増加136千株は、新株予約権の行使によるものであります。

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式　　　　　　　(千株) 741 46 ― 788

　(注) 普通株式の株式数の増加46千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

３　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月22日

定時株主総会
普通株式 1,921 10.00 平成18年３月31日 平成18年６月23日

当中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式              (千株) 193,125 12 ― 193,137

　(注) 普通株式の株式数の増加12千株は、新株予約権の行使によるものであります。

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式              (千株) 836 50 ― 886

　(注) 普通株式の株式数の増加50千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

３　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月21日

定時株主総会
普通株式 2,884 15.00 平成19年３月31日 平成19年６月22日
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前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　　　　　　　(千株) 192,893 232 ― 193,125

　(注) 普通株式の株式数の増加232千株は、新株予約権の行使によるものであります。

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　　　　　　　(千株) 741 94 ― 836

　(注) 普通株式の株式数の増加94千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

３　配当に関する事項

(1)  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月22日

定時株主総会
普通株式 1,921 10.00 平成18年３月31日 平成18年６月23日

(2)  基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月21日

定時株主総会
普通株式 2,884 利益剰余金 15.00 平成19年３月31日 平成19年６月22日

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

＊１　 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

＊１　 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成19年９月30日現在)

＊１　 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 48,873百万円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金

△151百万円

現金及び現金同等物 48,721百万円

現金及び預金勘定 50,959百万円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金

△129百万円

預入期間が３ヶ月以内
の譲渡性預金
(有価証券勘定)

21,500百万円

現金及び現金同等物 72,329百万円

現金及び預金勘定 77,177百万円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金

△125百万円

現金及び現金同等物 77,051百万円

＊２　 カフコジャパン投資株式会社に

対する貸付金の回収額350百万円

が含まれております。

　なお、当該貸付金は中間連結貸

借対照表上、投資その他の資産の

「その他」として表示しておりま

す。

＊２　　　　─────　 ＊２　 カフコジャパン投資株式会社に

対する貸付金の回収額559百万円

が含まれております。
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円) 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 差額(百万円)

株式 2,657 2,557 △100

２　時価評価されていない主な有価証券

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券  

(1) 非上場株式 1,485

(2) 出資証券 2

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円) 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 差額(百万円)

株式 3,557 4,032 475

２　時価評価されていない主な有価証券

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券  

　(1) 譲渡性預金 21,500

(2) 非上場株式 1,173

(3) 出資証券 2

前連結会計年度末(平成19年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 差額(百万円)

株式 3,556 3,973 416

２　時価評価されていない主な有価証券

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券  

(1) 非上場株式 1,368

(2) 出資証券 2
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日　至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日　至

平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

　当社グループは、各種産業用、民生用設備並びに環境改善、公害防止用設備の計画、設計・施工・試運転の遂行

をメインとしたエンジニアリング事業を主事業内容としており、エンジニアリング事業以外では売上高基準及び営

業損益基準とも10％以上となるセグメントがないため記載を省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日　至平成18年９月30日)

 
日本

(百万円)
アジア
(百万円)

北米
(百万円)

その他の
地域

(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

売上高        

(1) 外部顧客に対する
 売上高

206,416 4,564 － － 210,981 － 210,981

(2) セグメント間の内部
売上高

0 477 17 21 517 (517) －

計 206,417 5,042 17 21 211,499 (517) 210,981

営業費用 192,922 5,044 17 11 197,996 (505) 197,490

営業利益又は営業損失(△) 13,494 △2 0 9 13,502 (11) 13,490

　(注) １　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　本邦以外の区分に属する国又は地域

(1) アジア　…………　インドネシア・シンガポール・フィリピン・ミャンマー・マレーシア・タイ

(2) 北米　……………　アメリカ

(3) その他の地域　…　ナイジェリア
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当中間連結会計期間(自平成19年４月１日　至平成19年９月30日)

 
日本

(百万円)
アジア
(百万円)

北米
(百万円)

その他の
地域

(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

売上高        

(1) 外部顧客に対する
 売上高

307,730 4,816 － － 312,547 － 312,547

(2) セグメント間の内部
 売上高

－ 793 19 12 825 (825) －

計 307,730 5,609 19 12 313,372 (825) 312,547

営業費用 296,380 5,547 17 13 301,959 (832) 301,126

営業利益又は営業損失(△) 11,349 62 1 △1 11,413 6 11,420

　(注) １　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　本邦以外の区分に属する国又は地域

(1) アジア　…………　インドネシア・シンガポール・フィリピン・ミャンマー・マレーシア・タイ

(2) 北米　……………　アメリカ

(3) その他の地域　…　ナイジェリア

 　　　３　会計処理方法の変更等

　　　　  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(ロ)「重要な減価償却資産の減価償却の方法」

(会計方針の変更)に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この結果、「日本」の営業利益に与える影響は軽微であります。

なお、「日本」以外のセグメントに与える影響はありません。

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

 
日本

(百万円)
アジア
(百万円)

北米
(百万円)

その他の
地域

(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

売上高        

(1) 外部顧客に対する
 売上高

476,813 8,081 ― ― 484,895 ― 484,895

(2) セグメント間の内部
 売上高

0 1,708 37 26 1,772 (1,772) ―

計 476,813 9,790 37 26 486,667 (1,772) 484,895

営業費用 448,622 9,282 35 26 457,967 (1,771) 456,195

営業利益 28,191 507 1 0 28,700 (0) 28,700

　(注) １　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

 ２　本邦以外の区分に属する国又は地域

(1) アジア　…………　インドネシア・シンガポール・フィリピン・ミャンマー・マレーシア・タイ

(2) 北米　……………　アメリカ

(3) その他の地域　…　ナイジェリア
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ｃ．海外売上高

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日　至平成18年９月30日)

 アジア 中近東
ロシア・
中央アジア

その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 6,593 135,516 23,684 530 166,324

Ⅱ  連結売上高(百万円)     210,981

Ⅲ  連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

3.1 64.2 11.2 0.3 78.8

　(注) １  国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア　…………………　中国・シンガポール・インドネシア

(2) 中近東　…………………　カタール・アラブ首長国連邦・サウジアラビア

(3) ロシア・中央アジア　…　ロシア

(4) その他の地域　…………　アメリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額(但し、連結会社間の内

部売上高を除く)であります。

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日　至平成19年９月30日)

 アジア 中近東
ロシア・
中央アジア

その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 5,447 210,910 29,999 183 246,541

Ⅱ  連結売上高(百万円)     312,547

Ⅲ  連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

1.7 67.5 9.6 0.1 78.9

　(注) １  国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア　…………………　シンガポール・台湾・インドネシア

(2) 中近東　…………………　カタール・イラン

(3) ロシア・中央アジア　…　ロシア

(4) その他の地域　…………　ナイジェリア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額(但し、連結会社間の内

部売上高を除く)であります。

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 アジア 中近東
ロシア・
中央アジア

その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 11,187 316,649 49,275 1,233 378,345

Ⅱ　連結売上高(百万円)     484,895

Ⅲ　連結売上高に占める海外
売上高の割合(％)

2.3 65.3 10.2 0.2 78.0

　(注) １  国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２  各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア  …………………　中国・シンガポール・台湾

(2) 中近東　…………………　カタール・アラブ首長国連邦・サウジアラビア・イラン

(3) ロシア・中央アジア  …　ロシア

(4) その他の地域  …………　アメリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額(但し、連結会社間の内

部売上高を除く)であります。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 334円13銭

１株当たり
中間純利益金額

58円14銭

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益金額

58円06銭

１株当たり純資産額 440円88銭

１株当たり
中間純利益金額

55円35銭

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益金額

55円32銭

１株当たり純資産額 400円56銭

１株当たり
当期純利益金額

122円41銭

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

122円28銭

　(注) １　１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額    

中間(当期)純利益        (百万円) 11,173 10,641 23,531

普通株式に係る中間(当期)
純利益                  (百万円)

11,173 10,641 23,531

普通株式の期中平均株式数(千株) 192,200 192,259 192,233

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

   

普通株式増加数          (千株) 252 105 201

(うち新株予約権)        (千株) (252) (105) (201)

　 　  ２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間末
平成18年９月30日

当中間連結会計期間末
平成19年９月30日

前連結会計年度末
平成19年３月31日

純資産の部の合計額        (百万円) 64,593 85,157 77,414

純資産の部の合計額から
控除する金額              (百万円)

359 396 392

(うち少数株主持分) (359) (396) (392)

普通株式に係る中間期末(期末)
の純資産額                (百万円)

64,233 84,760 77,022

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た中間期末(期末)の普通株式数(千株)

192,241 192,250 192,289

（重要な後発事象）

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）及び当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日　至平成19年９月30日）並びに前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

（開示の省略）

        リース取引、デリバティブ取引、ストック・オプション等に関する注記事項については、中間決算短信における

開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。
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(5) 生産、受注及び販売の状況

1. 受注実績

事業部門の名称

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
<前年同期比>

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

１　エンジニアリング
事業

368,581 99.1
1,130,966

( 9,569)
100.0

177,585

<51.8％減>
98.5

918,861

( 2,415)
100.0 550,922 98.8

1,048,679

(15,328)
100.0

(1) ＬＮＧ
プラント関係

33,033 8.9
739,228

( 9,546)
65.4

39,467

<19.5％増>
21.9

478,260

( 2,019)
52.1 122,045 21.9

646,332

(15,291)
61.6

(2) その他ガス・
動力関係

261,795 70.4
283,439

(  △56)
25.0

23,927

<90.9％減>
13.3

285,795

(    90)
31.1 298,751 53.5

297,016

( △159)
28.3

(3) ガス化学関係 394 0.1
1,902

(     0)
0.2

163

<58.5％減>
0.1

1,181

(    －)
0.1 521 0.1

1,714

(     6)
0.2

(4) 石油・
石油化学関係

38,427 10.4
60,301

(   189)
5.3

85,803

<123.3％増>
47.6

115,817

(   381)
12.6 85,251 15.3

73,104

(   438)
7.0

(5) 一般化学関係 14,980 4.0
27,087

(  △60)
2.4

11,209

<25.2％減>
6.2

14,723

(   △2)
1.6 19,377 3.5

17,769

( △166)
1.7

(6) 一般産業機械
関係

12,767 3.4
12,070

(  △34)
1.1

4,032

<68.4％減>
2.2

5,192

(    －)
0.6 13,881 2.5

5,413

(  △34)
0.5

(7) 環境関係・
その他

7,183 1.9
6,936

 (  △17)
0.6

12,980

<80.7％増>
7.2

17,890

(  △73)
1.9 11,091 2.0

7,327

(  △47)
0.7

２　その他の事業 3,258 0.9
－

(    －)
－

2,728

<16.2％減>
1.5

－

(    －)
－ 6,785 1.2

－

(    －)
－

総合計 371,840 100.0
1,130,966

( 9,569)
100.0

180,313

<51.5％減>
100.0

918,861

( 2,415)
100.0 557,707 100.0

1,048,679

(15,328)
100.0

なお、国内及び海外の受注高並びに受注残高の内訳は、次のとおりであります。

国内外内訳

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
<前年同期比>

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

国内 70,885 19.1
123,146

( △566)
10.9

105,163

<48.4％増>
58.3

184,673

(  △27)
20.1 155,297 27.8

145,542

( △689)
13.9

海外 300,954 80.9
1,007,820

(10,135)
89.1

75,149

<75.0％減>
41.7

734,187

( 2,442)
79.9 402,409 72.2

903,136

(16,017)
86.1

合計 371,840 100.0
1,130,966

( 9,569)
100.0

180,313

<51.5％減>
100.0

918,861

( 2,415)
100.0 557,707 100.0

1,048,679

(15,328)
100.0

(注) 受注残高の(　)内の数字は、前連結会計年度以前に受注した工事の契約変更等による減額分並びに受注高の調整に

よる増額分及び外貨建契約に関する為替換算修正に伴う増減額の合計を表示しております。
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2. 売上実績

事業部門の名称

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
<前年同期比>

構成比
 (％)

金額(百万円)
構成比
 (％)

１　エンジニアリング事業 207,723 98.4
309,818

<49.1％増>
99.1 478,110 98.6

(1) ＬＮＧプラント関係 150,274 71.2
209,559

<39.5％増>
67.0 337,927 69.7

(2) その他ガス・動力関係 10,369 4.9
35,239

<239.8％増>
11.3 33,646 6.9

(3) ガス化学関係 1,099 0.5
696

<36.6％減>
0.2 1,419 0.3

(4) 石油・石油化学関係 33,940 16.1
43,471

<28.1％増>
13.9 68,210 14.1

(5) 一般化学関係 7,310 3.5
14,253

<95.0％増>
4.6 20,918 4.3

(6) 一般産業機械関係 2,401 1.1
4,254

<77.2％増>
1.4 10,172 2.1

(7) 環境関係・その他 2,328 1.1
2,343

<0.7％増>
0.7 5,815 1.2

２　その他の事業 3,258 1.6
2,728

<16.2％減>
0.9 6,785 1.4

総合計 210,981 100.0
312,547

<48.1％増>
100.0 484,895 100.0

なお、国内及び海外の売上実績の内訳は、次のとおりであります。

国内外内訳

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

金額(百万円)
構成比
 (％)

金額(百万円)
<前年同期比>

構成比
 (％)

金額(百万円)
構成比
 (％)

国内 44,657 21.2
66,005

<47.8％増>
21.1 106,550 22.0

海外 166,324 78.8
246,541

<48.2％増>
78.9 378,345 78.0

合計 210,981 100.0
312,547

<48.1％増>
100.0 484,895 100.0

(注) 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。
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５．中間個別財務諸表
(1) 中間貸借対照表

 
前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分 金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部)          

Ⅰ　流動資産          

１　現金及び預金 37,332   37,349   67,276   

２　受取手形 504   791   114   

３　完成工事未収入金 19,479   37,960   23,544   

４　有価証券 ―   21,500   ―   

５　未成工事支出金 19,433   19,942   20,595   

６　ジョイントベンチャー
持分資産

240,131   252,494   256,060   

７　その他 13,052   15,725   17,852   

貸倒引当金 △83   △106   △36   

流動資産合計  329,850 93.2  385,658 93.9  385,408 93.8

Ⅱ　固定資産          

１　有形固定資産 4,686   5,184   4,962   

２　無形固定資産 3,027   3,323   3,281   

３　投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 11,576   12,733   12,869   

(2) その他 5,876   4,096   4,683   

貸倒引当金 △406   △351   △351   

投資損失引当金 △859   ―   △169   

投資その他の資産合計 16,187   16,478   17,032   

固定資産合計  23,901 6.8  24,986 6.1  25,276 6.2

資産合計  353,752 100.0  410,645 100.0  410,685 100.0
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前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分 金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部)          

Ⅰ　流動負債          

１　支払手形 2,798   3,981   3,577   

２　工事未払金 53,820   65,833   65,574   

３　１年以内返済予定の
長期借入金

50   75   75   

４　未成工事受入金 205,356   229,573   226,450   

５　完成工事補償引当金 1,169   1,368   1,022   

６　賞与引当金 2,492   2,675   3,626   

７　子会社支援引当金 176   115   177   

８　その他 18,992   24,066   31,963   

流動負債合計  284,856 80.5  327,689 79.8  332,466 81.0

Ⅱ　固定負債          

１　長期借入金 10,111   10,036   10,061   

２　退職給付引当金 2,217   45   716   

３　役員退職慰労引当金 306   325   357   

４　その他 1,723   898   1,720   

固定負債合計  14,358 4.1  11,305 2.8  12,855 3.1

負債合計  299,214 84.6  338,995 82.6  345,321 84.1

          

(純資産の部)          

Ⅰ　株主資本          

１　資本金  12,916 3.6  12,929 3.2  12,928 3.2

２　資本剰余金          

資本準備金 6,700   6,712   6,711   

資本剰余金合計  6,700 1.9  6,712 1.6  6,711 1.6

３　利益剰余金          

その他利益剰余金          

別途積立金 16,200   34,500   16,200   

繰越利益剰余金 19,906   18,902   30,645   

利益剰余金合計  36,106 10.2  53,402 13.0  46,845 11.4

４　自己株式  △790 △0.2  △1,033 △0.3  △905 △0.2

株主資本合計  54,933 15.5  72,012 17.5  65,579 16.0

Ⅱ　評価・換算差額等          

１　その他有価証券
評価差額金

 △185 △0.0  222 0.0  191 0.0

２　繰延ヘッジ損益  △210 △0.1  △584 △0.1  △408 △0.1

評価・換算差額等合計  △395 △0.1  △362 △0.1  △216 △0.1

純資産合計  54,538 15.4  71,650 17.4  65,363 15.9

負債純資産合計  353,752 100.0  410,645 100.0  410,685 100.0
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(2) 中間損益計算書

 

前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度の要約損益計算書
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分 金額(百万円)
百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ　完成工事高  177,854 100.0  284,258 100.0  420,182 100.0

Ⅱ　完成工事原価  162,416 91.3  271,900 95.7  388,959 92.6

完成工事総利益  15,438 8.7  12,358 4.3  31,223 7.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費  3,950 2.2  4,241 1.4  7,865 1.8

営業利益  11,487 6.5  8,116 2.9  23,358 5.6

Ⅳ　営業外収益  3,892 2.2  7,092 2.5  9,089 2.1

Ⅴ　営業外費用  581 0.4  483 0.2  1,171 0.3

経常利益  14,798 8.3  14,725 5.2  31,276 7.4

Ⅵ　特別利益  1,029 0.6  863 0.3  1,805 0.5

Ⅶ　特別損失  14 0.0  ― ―  18 0.0

税引前中間
(当期)純利益

 15,813 8.9  15,589 5.5  33,063 7.9

法人税、住民税
及び事業税

4,111   3,308   13,563   

法人税等調整額 1,575 5,686 3.2 2,838 6,147 2.2 △1,365 12,197 2.9

中間(当期)純利益  10,126 5.7  9,441 3.3  20,866 5.0
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(3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 12,901 6,684 5,200 22,701 27,901 △676 46,810

中間会計期間中の変動額        

新株の発行 15 15     31

剰余金の配当（注）    △1,921 △1,921  △1,921

別途積立金の積立（注）   11,000 △11,000 －  －

中間純利益    10,126 10,126  10,126

自己株式の取得      △114 △114

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

       

中間会計期間中の
変動額合計(百万円)

15 15 11,000 △2,794 8,205 △114 8,122

平成18年９月30日残高(百万円) 12,916 6,700 16,200 19,906 36,106 △790 54,933

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △18 － △18 46,791

中間会計期間中の変動額     

新株の発行    31

剰余金の配当（注）    △1,921

別途積立金の積立（注）    －

中間純利益    10,126

自己株式の取得    △114

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

△166 △210 △376 △376

中間会計期間中の
変動額合計(百万円)

△166 △210 △376 7,746

平成18年９月30日残高(百万円) △185 △210 △395 54,538

　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 12,928 6,711 16,200 30,645 46,845 △905 65,579

中間会計期間中の変動額        

新株の発行 1 1     2

剰余金の配当    △2,884 △2,884  △2,884

別途積立金の積立   18,300 △18,300 ―  ―

中間純利益    9,441 9,441  9,441

自己株式の取得      △127 △127

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

       

中間会計期間中の
変動額合計(百万円)

1 1 18,300 △11,742 6,557 △127 6,432

平成19年９月30日残高(百万円) 12,929 6,712 34,500 18,902 53,402 △1,033 72,012

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 191 △408 △216 65,363

中間会計期間中の変動額     

新株の発行    2

剰余金の配当    △2,884

別途積立金の積立    ―

中間純利益    9,441

自己株式の取得    △127

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

31 △176 △145 △145

中間会計期間中の
変動額合計(百万円)

31 △176 △145 6,286

平成19年９月30日残高(百万円) 222 △584 △362 71,650
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 12,901 6,684 5,200 22,701 27,901 △676 46,810

事業年度中の変動額        

新株の発行 27 26     54

剰余金の配当（注）    △1,921 △1,921  △1,921

別途積立金の積立（注）   11,000 △11,000 ―  ―

当期純利益    20,866 20,866  20,866

自己株式の取得      △229 △229

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

       

事業年度中の
変動額合計(百万円)

27 26 11,000 7,944 18,944 △229 18,769

平成19年３月31日残高(百万円) 12,928 6,711 16,200 30,645 46,845 △905 65,579

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △18 ― △18 46,791

事業年度中の変動額     

新株の発行    54

剰余金の配当（注）    △1,921

別途積立金の積立（注）    ―

当期純利益    20,866

自己株式の取得    △229

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

210 △408 △198 △198

事業年度中の
変動額合計(百万円)

210 △408 △198 18,571

平成19年３月31日残高(百万円) 191 △408 △216 65,363

　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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